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　新基準は、もとは『企業結合に係る会計基準』（2003年 10月 31日、2006年 4月 1日開始事業
年度から適用。以下、旧基準とする）として公表された。この旧基準以前、わが国においては企業










 1　 旧商法第 285条ノ 7において、取得後 5年以内に毎期決算において均等額以上の償却をすることが要求され
ていた。
 2　 企業会計原則上、営業権は無形固定資産に属するものとされ（貸借対照表原則四 B）、毎期均等額以上を償
却することが要求されていた（注解 15）。












　米国においては、Accounting Principles Board（会計原則審議会）により 1970年に意見書 17号
「無形資産」が公表され、のれんについては、40年以内に償却し、減損の兆候があるときに減損テ
ストを行う「償却及び減損アプローチ」が適用されることとなった。その後 Financial Accounting 
Standards Board（財務会計基準審議会、以下 FASBと略称）が公表した公開草案で、のれんの償却
期間は 40年以内から 20年以内の償却に短縮することが提案された。しかし、2001年に公表され








　一方、International Accounting Standards Board（国際会計基準審議会、以下 IASBと略称）の前
身である International Accounting Standards Committee（国際会計基準委員会）が 1983年に公表し
た、International Accounting Standards（国際会計基準、以下 IASと略称）第 22号「企業結合会計」
においては、取得したのれんについて 20年以内の規則的償却又は持分控除法6が認められていた。



































 7　 西川（2014: 18）によれば、2002年に FASBと IASBが「ノーウォーク合意」によってコンバースプロジェ
クトを開始することが合意され、わが国においても国際的なコンバージェンスを意識せざるを得ない状況に
あったが、のれんの非償却に関しては、国内市場関係者の理解が得られなかった、とある。
 8　 2014年 7月、のれんに関する共同のリサーチ・グループである ASBJ、OIC（イタリアの基準設定主体）、
EFRAG（欧州財務報告諮問グループ）がリサーチに基づくディスカッション・ペーパー「のれんはなお償
却しなくてよいか―のれんの会計処理及び開示―」を公表、このディスカッション・ペーパーを踏まえて
2015年 5月、リサーチ・ペーパー「のれんの償却に関するリサーチ」を公表している。また 2015年 6月に
は『修正国際基準』が ASBJにより公表され、いずれものれんの償却処理が適切であるとの見解に立ってい
る。
 9　 ソフトバンクグループ株式会社は、2014年 3月期から IFRSを適用し、2006年 4月の英国ボーダフォン日
本法人の買収によって生じていたのれん償却費用、さらに 2013年 7月の米国スプリント買収により新たに
生じる償却費用と合わせて、日本基準のままであれば発生していた約 700億円ののれん償却費分の利益を押
し上げたとされている（日本経済新聞 2014年 6月 6日付）。
10　 米国基準を採用しているパナソニック株式会社は、2009年 12月の三洋電機株式会社の買収などで 2010年 3
月末約 9,230億円ののれんを計上していたが、その後のデジタル不況で買収先の収益力が下がったとしての


































るなどの論拠（山内 : 2010, 286）が挙げられている。ただし、のれんの規則的償却と対照的に行わ
11　 負ののれんを繰延利益として償却する方法には、負債ととらえて償却するほか、その他包括利益として認識
し償却する方法もあり得る（山内 : 2010, 295）が、ここでは、法的に認められていた負債計上を前提として
扱う。























































（出所）日経 NEEDs Financial Questより筆者作成。なお、早期適用企業についてはデータベースに記載が
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れん発生益が計上されている。また、金額的には 77.6％、件数的には 65.2％が第 1四半期に計上
されている。第 2四半期における件数は第 3四半期とさほど変わらないものの、平均的な金額が少
ない。第 4四半期は、件数が非常に少ないが、平均額が圧倒的に大きい。これは、100億円を超え
る発生金額の負ののれん発生益計上企業が、第 1四半期には 8件、第二四半期 0件、第 3四半期 2
件、第 4四半期 1件あるためであり、平均値を押し上げている。平均値を大幅に押し上げているこ
れら案件についても、今後検証が必要である。





















図表 5.　負ののれん発生益の計上状況（2010年 4月～2015年 3月）
発生件数（件） 計上額（百万円） 平均（百万円）
第 1四半期 341 498,339 1,461.4 
第 2四半期  84  29,744   354.1 
第 3四半期  94  96,248 1,023.9 
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